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1．は じめに

　公 共 投資を効率的に 行 うた め に、事業の 費用 と便益 を

金銭的に評 価す る費用便益分析が 求め られ て い る。 建設

省に お い て は、平 成 10年度に 「社 会 資 本整 備 に係 る 費用

対効果分析 に 関す る統
一
的運 用指針 （案）亅

1｝を策定 し、各

事業毎に費用 便益 分析手法の 開発（り に 取 り組ん でい る 。

　防災まちづ く りに 関 す る事業に つ い て も例外 で は な

く、何らか の 事業を導入 するの で あれ ば費用便益分析が

求 め られ る。しか し なが ら防災に 関係する事業は、単に ハ

ー
ド的な防災性能向上だけ では な く、人 命を守 っ た り、日

常生 活 にお け る 安心感 と い っ た 効果 が期待 され る 。 その

た め、防災 に 関係する 事業の 便益 をい かに 過 不 足 な く評

価するか が大 きな 課題 とな っ て い る。

　便益 を算出す る 手法に は様 々 な もの が あ るが、理 論上、
全て の 便 益 （ハ

ード・ソ フ ト面 の 両 方）を計測で きる CVM
（Contingent　Vattiation　Method　：仮想評価法）を適用する こ

とが考えられ る。しか しな が ら防災ま ちづ くりにお け る

便益を CVM を用 い て 計測した事例はほ とん ど無く、実際
の 適用 に あた っ て留意す べ き点等が明らか に は なっ て い

ない。そ こ で、CVM を防災 ま ちづ く りの 便益計測に用い

る 際 の 問題点 ・課題等 を、プ レ サーベ イ を通 じて 明らかに

す るこ と を 目的 とする。

ベ ル コ ス ト法、ヘ ドニ ッ ク法、代 替法 な どが 該 当す る。
　表 明 選好法 は、人 々 に 価値 を直接尋 ね て プ ロ ジ ェ ク ト

の 価値を評価する 手 法で あ り、CVM が その 代表で ある。

（2）CVM の 概念蝸

　CVM は、プ ロ ジ ェ ク トの 実施 に よ る環境変化に 対する

WTP （Willingness　To　Pay ：支払意志額｝やWTA （Willingness
To　Acc6p重： 受入補償額）を人々 に直接尋 ねて 、 価値 （便
益）を推 定す る 手 法で あ る。従来、評価が 難 しい と考え ら

れ てい た 環 境 の 価値も評価で きる手 法 と して 利用されて
い る。

　CVM で は財 の 価値を貨幣単位 で 騨価 する た め、補償余

剰 ｛CS）と等価余 剰 （ES）とい う概念 を用 い る 。 環境改善
の 楊 合は WTP が補償余剰、　WTA が 等価余剰 に相 当す る。
一

般に WTA は wm より高い 値を示 す た め、過大評価 を避

け るた め に WTP が使 われ る。 した が っ て 、環境改善の場
合、CVM は この 補償余剰をW ：P か ら求め る こ とに な る。
　補償余剰 とは 、ある財 の 消費が増大 した とき に 、 変化後
の 消費量 を 保持 し た ま まで、消費 量 が変化す る前の 効用

水準に 消費者を保 持 す る た め に消費者 か ら取 り去 るこ と

の で き る 最大額の こ とで あ る 。 図1で 考 え る と、 第二 財 （縦

衷 1　代衷的な便益 計 測 手 法

2。CVM の概要

｛1）便益分析の手 法

　厚生 経済学の 分野で は、プ ロ ジ ェ ク トの 価値を貨幣価

値で評 価 す る 手法 が い くつ か 開発 されて い る 2・3〕
。 そ の 手

法は 、市場価格 を直接利用 するア プ ロ
ーチ を除けば、大別

す る と顕 示選 好 法 と表 明選 好法 に大 別 され る （表 1）。

　顕示 選 好法は、人 々 の 経済活動か ら得 られ るデータを

もとに プ ロ ジ ェ ク トの 価 値を評価す る 手法で あ り、トラ

顕示選好法 ：人 々 の 経済活動から価値を評価

トラベ ル コ ス ト法
旅行費用 を もとに レ ク リ ェ

ーシ ョ

ン 価値 を評価する手
じ

ヘ ドニ ッ ク法
地 代や家賃等か ら間接的 に価 笹 を

評価 す る手法

代替法
評価対象の 財 か ら受 者が得 る効
用 に近 似する他 の 私的財 の価 格で

解価す る手 法

表明選好法 ：入々 に直接 価値を尋ね る手法

C田
単
一

の 政策を提 示 して 価値 を評価
する手 法

・ ン ジ ・ イ ・ ・頒 鑠 藩灑鰭す黷萋
して 属
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図 1　補償余剰の 概念C2｝

軸》を第
一

財 （横軸）以外の 全て の 財 の 合成財 と し、第二

財 の 消費量ハfを保持 した まま、第一
財 の 消費量を最初の 2

か らQS へ と増加 させ る と、消費者 の 効用 は 最初 の 効用 曲

線O｝U 上 の 点 A か ら、より効用の 高い 効用 曲線 び 上 の 点
B へ と増 大 す る。この 時、第

一
財の 消費量 g

’
を保持 した

まま、以前 の 効用水準 に戻 した 点 が F で ある。すなわ ち、
8・F が 補償余剰に相当する 。

　また、ア ンケ
ー

トの 形 態に は 様々 な もの が あるが 、 二 項
選 択方式 がバ イア ス が少ない 優れ た 質問形式で あ る と言

われ 、近 年 で は金 額 を 2回提示 す るダブル バ ウン ド方式が

しば しば用 い られ て い る （図2）。ア ン ケート結果 か らWlP
を推計する際に は、ラン ダ ム効用モ デル 、支払意志額関数
モ デル

、 生 存分折等の 手法が あ る 。

　しか しなが らCVM の 実施に あた っ て は、様 々 な 段 階で 、
WTP の 正 し い計測を阻害する様 々 なバ イ アス が存在 して

い る。主なバ イ アス として 、戦略バ イ ア ス 、開始点バ イ ア

ス
、 範囲バ イア ス、部分全体バ イ ア ス、支払年段 バ イ ア ス

が あ げ られ る。こ の ようなバ イ ア ス を軽減す るため に は 、

バ イ ア ス が 少ない 質問方式 の 選 定、評 価対象に つ い て の

情報 収集 、 慎重なア ン ケ
ー

ト設趾、プレ テ ス ト等が 必要で

あ る。そ の 他 に、ア ン ケートが 必 要 で あ り、ま た、プ レ サ
ーベ イ を 行う必要もあ るこ とか ら、評価 コ ス トが 比較的

高 くなる とい う点 が指摘 されて い る。

3．CVM による防災投資効果計測 の 試行

（1）ア ン ケートの実施状況

CVM ア ン ケートをプ レ サーベ イ と し て 2回行 っ た。こ

図 2CVM に おける二 段階二 項選択方式の 流れ

れ は、前 述 の よ うに 防災ま ちづ く りにつ い て CVM を実施
し た例が見 られ な い た め、参考 となる よ うな提 示 額や シ

ナ リオ の設 定 を得る ため で あ る （図 3）。
　配 布先 は と もに東京都中野 区 で 、現 在事業が 計画 ・

導入

され てい ない 地域の うち、東京都の 火災危険度ラン ク6，が

5 の 地 区   を抽 出し た。配布方法は 2回 の アン ケー
トとも

に、直接配布、郵送回収 と した （表 2）。
　また、WTP を尋 ね る際には い ずれ もバ イ アス が最も少
な い と倉 われ て い る二 段階 二 項 選択 方 式 を用い た e

　なお、2回目の ア ン ケ
ー

ト時に ア ン ケート票 の シ ナ リオ

提 示 箇所 に印刷 ミス （事業実施後 で も大 きな被害が発 生

す るシ ナ リオ ：以後、Case1）が 生 じた もの を当初配布 し

た ため、当咳箇所を修正 した ア ン ケ
ー

ト（事業実施後 の 被
害 は小 さくな る シ ナ リオ ：以 後 、Case2）を再配布 した 。 し

たが っ て結果的 に提示シ ナ リオだけが異 な る2つの ア ン ケ
ー

トを同 時に実施 したこ とになる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

（2）第 1回目の CVM ア ンケート設計

a｝支 払手段の 検射

　事業実施 に 際 し て い く ら負担 す る か を尋 ね る 設問で は

支払手 段 を設 定する必 要が ある。支払手段 と して は、税
金、基 金、負担金等、様々 な 手 段 が考 え られ る。税金 は 、

　　　 第 1回 目
・提示 額設定の 検肘
・

シ ナ リオ 提示内容 の 検肘
。支 払手段の 検肘
・そ の 他の 検討

ゆ

　　　　 第 2回 目
・シ ナ リオ 提示内容の 検附
・支 払手 段 の 検射
・属性別 の WTP 差 異 の 検討
・そ の他 の 検肘

図 3 ア ンケートの 冒的

表 2　ア ン ケ
ー

トの 実施釈況

苴回 目 2 回目 傭考
奚施時期 配布 二19勢 年 12月 24 日

締切 ：1999年 12月 31 日

配 布 ：2000年 3 月 2 日

締切 ：2000年 3月 13日

2回目は督促状 を配布 （2000

年 3 月 14 日） した。
配 布地区 中野 区 上高 田 2 丁 目　． ．．・●■ 中野 区本町 6 丁 目

火災危険度 ラ ン ク ：　 　 5

地区面積 ：　　 　 19コha
世帯密度 ：　 且49ρ 世帯’ha

木造棟数率 ：　　　 86．3％
老朽木造棟数率 ：　 54．3％

．．・．鬯「 o，■．．・，，■　　　　　　「・・”．o．齢■■
火災危険度ラ ン ク ：　　 5
地 区面 積 ：　　　　 16勳 a

世帯密度 ：　 i273 世帯加

木造棟数率 ：　　　 84596
老朽木造 棟数 率 ：　 519 ％

事業が計画・導入 されて い な

く、東京都の地震 に関する 地

城危険度測定調査 にお い て

火 災危険度ラ ン クが 5 で あ

る地 区 を選定

家賃 モ デ ル 税金モ デ ル 家賃モ デル 税 金モ デ ル

配布数 1000 757 996 8652
回目には粗品 を同封。

2 回目の 回収数 ・回収率は督

促状配 布後の 回収数を舎む回収数 餌 4且 Cas騁ゴ
1
　 109

C 日se2
°3
　 94easei

°■　 置02
C 蹴 2

’：
　74

回収率 5．4％ 5．4％ C 旦sc110L9 ％

C85e2　 9．4％
Casel　 lU3 ％
Ca 肥 2　 B，6％

判 ：（漓 01 は事業実施後の 被害が 大きい シナ リオ　・2 ：（泌 e2 は事業爽施後の被害が小 さい シ ナ リオ
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家賃モデル
表 3　第 1回 目ア ン ケート時の 提示 額

日常的なも の で あ り、 なお かっ 自分だけが 負担する の で

は ない と い う印象 を与 え る 。 しか しなが ら基金 ・負担金 と

い う手段 で は、口頃な じみが無い とい うこ と に 加 え て 、自

分 が 負 担 して も他人が負担す るか ど うか は 分 か らな い と

い う印象 を与 え る。 した が っ て、支払手 段 と して税金 （年

額）を用い る こ と に した （以後、
“
税金モ デル

”
と呼 ぶ）。

　
一方 、防災まちづ く り事業の 効果 を計測す る とい う特

殊 性 、 支払手段が イ メ
ージ しやす い とい う点 を踏 ま え、家

賃に よ る支払 手段 を股定した 。 具体的 には、防災上危険な

地 城に 立 地す るA マ ン シ ョ ン の 家賃 を提示 し、さ らに 防災

ま ちづ くり事叢実施 に ともなっ て 防災性 能 が 向上 した 地

域 に立 地 す る B マ ン シ ョ ン の 家賃 （A マ ン シ ョ ン よ り高 い

家賃）を提示 し、BV ン シ e ン に住む か ど うか を尋 ね るも

の で ある。マ ン シ ョ ン の タイ プ は規模別 に 3つ の もの を用

意 した 似 後、
“
家賃モ デ ル

”

）。また、一般 に家賃の 場合

は 月額 が基本 とな っ て い る た め、回答者が イ メージ しや

す い よ うに月額で 尋ね る こ と とした 。

　なお、WTP の 算出時 に は、税金モ デル で は提 示 した金 額

をその まま使い 、家賃モ デル では A マ ン シ ョ ン とB マ ン シ

鳳 ▼鳳匿鄲鴎 喝咽嚊露噂 滷禽 o 島■ ■ ●震 ■翼 鱒 o 瓠書 鬯 邑 膣9 る鰤 一 創 事璽 囎 唇
層■凪 鵬7劃闥■口糟蠹鯨 、

税金 モ デル

ヨ ン の 家賃差額 を用 い た。
b）提示顧の 検討

　防災 ま ちづ く り事業の 投資効果舒測に CVM を適用 した

事例が見 られ な い た め 、参考 とな る提 示金 額が 存在 しな
い。そ の た め、第 1回目の ア ン ケート時には提示 金額の 種
類 を幅広 く設定 して お き、集計 結果 を踏ま えた後、第 2回
目の ア ン ケー

ト時の 参考 となる よ うに し た。
　家賃モ デ ル に おけ る家貸・住宅 規模 の 設定は、回答者が

違和感を感 じて バ イ ア ス が 生 じ ない よ うにす る た め に 、
ア ン ケー

ト配布地域 （中賂 区｝で の 市場価格を考慮 して、
極力現 実 味 の あ る 家賃 ・住宅規模 を設定 した （表 3）。

c ）シナ リオの検討

　防 災 ま ちづ く り事業 を 対象としてい るた め 、 最初に 参
考文献 6 ） を引 用 しつ つ 現状 の危険性に つ い て 説 明 を行
い 、事業を行 わ ない 場合の 危険性 と、事業を実施 した 場合
の 設害軽減に つ い て 写 真 ・ポ ン チ 絵 を用 い て簡便に説明
する こ と と した。これ は、回答者が防災の 専門 家で は な い

た め、極 力簡 便なシ ナ リオの 方が イ メージ しやす い と考
えたか らで ある （図4）。

隔 ● 畠幽 一 嚆 ◎ り駄 聞 鰤 ◎一 二凶 馴 酷 L ” ．
　 ”  ン 結・縄 ze ■鳳 o 国tO疊 ■縮艪 朝陰 ■■嘲   艦鳳 圏 呶 ● 匪

　 一 ・楓   ”■一 ．
　 禽一 闘 需τ 陪   α 膿 ■願 虞 一 蹣 い

　 ● 齢 鰤 臥轍 凰 Lthdittta 疊唱 罎 」恥 鮴 噛 、，

　 一 跏 ．そ   髄 ．一
　 ロ 臨 二縄 欄 卿 一 翼 幽 輯糊 一 喰 匡 職 慎 O剛 」

　 tellる 　 　 　

緇磯 鷺篇 論 認 黒
　 　 　 → 邸鳥　 r 町 馬　　 蔔圏阻 一 鯛 一

L⊥轜i騾翻』
　 　 　 　 u睡・モh躅 は」塵2 芭 厘鋭 田 騒 ．一

　 　 　 　 　 　 　 　 寉脇 ．

　　　　　　　1轟 飃．妻黷 1
田
｝⇒口

飼 7 一 爆鋸   一

　 鶚勵回喝 廟隨圦 し拙 り 馬｛ 酬舶闘 駅 》o − 、

．1錘 滋
闢『’

∴トロ
動 一 翩 o．鼬 嘱

　 ．，− o口 匡■ 層 ●臼 劃 L   

臨 ■賃層■岬 臚つ冒髄 臼   陰 1｝騨 匡し繍 よLψ唱   網 博

ent 「rkt 　 は じ 　 　 お

蔓飜
｝
顎蕭 韈マ

……
τ置
…
1

！1鞭 響
蹴

二， iφ□
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆロ
図 4　提示 した シナリオと設問 （第 1回 目、家 賃モ デル ）
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　回 答者は こ の シ ナ リオ に 示 した 防災性能向 上 あ る い は

リス ク低減に対 して、どれ くらい の 価値 （便益）があるの

か を考えて 回答 し、そ の 回答結果からWTP を定量的に推

針す る こ ととな る。

（3）第 1 回目ア ン ケートから推計した WTP
a ）有効回答

　ア ン ケートの 回収 数は、家賃モ デル は 54票、税金モ デ

ル は 41票で あっ た。一般 に w τP を推針する際に は 抵抗回

答 （支払手段や シ ナ リオ に対 す る 拒絶等）を除外する。こ

の ア ン ケートで は 抵抗回 答を、家賃モ デル で は 「周辺の 状

況の 違 い に よ り家賃に差 が 出 る と は思 え ない 」、税金 モ デ

ル で は 「税金を払い た くない 」 「公 共 事業は あ くま で 公的

な 資金 で 行 われ る べ き」 と し た 。
こ の 結果 、 有効回答数は

家賃モ デル が 48票、税金モ デル が 21票 とな っ た （表 4）。

表 4　第 1圓 目の ア ン ケート回 収数 と有効回 答数
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b）WTP の 推定結果

　効用差関数 として 対 数線形 関数（AV ＝a ＋ b ＊ 　ln　T ，
　 Tは

提 示 額） を用い 、ラ ン ダム 効用 モ デ ル にて WTP の 推計（5〕

を行っ た   （表 5、図 5）。い ずれ もp値は 十分 に 小さく 1％
水準 で有意で あ り、符号条件も正 しか っ た 。

　家賃 モ デル 、税金 モ デ ル ともに中央値の 方が 平均値 よ

り低額だ っ たた め、過大評価を避け るた め に 中央値を

WTP の 推計結果 とす る こ と と した 。 その 結果、家賃モ デ

ル は jg．366 円／月、税金 モ デ ル は 19，502円／年 と と い う

W’IPhl得 られ た 。 家賃モ デル の WTP を年額 に換算すれば
23Z392円 ／年 とな る こ とか ら、家賃モ デル と税金 モ デル

とで は WTT ）が 10倍以 上 も異なる とい う結果 とな っ た。一

般に、月額と年額で 尋ねた場合は、月 額で尋 ね た方の WIP
が 高 くな るが、この ア ン ケートで も同様の 結果 とな っ た 。

　この 得られた W τP を対象地区の 世帯 数 （約 3000世 帯 ）

で 乗 じ、さらに事業期間 として 童0年間を想定 して割引串
t7｝を年4％ と して 総便益 を算出す る と、家賃モ デル の 場合

で 57億 1519万 円、税金モ デル の 場合で 4億 7961 万 円 と

なる。

（4｝第 1 回目ア ンケートか ら得 られた課題とその対応

a ）提示 額

　提 示額 が多すぎたため、提示 額の 種類を絞 り込む こ と

とした 。 絞 り込む際 は、第1回 目の 税金 モ デル にお い て Yes
となる確 率 （提示 額 へ の 支払い を承諾す る確率） と して 、
0．90，0．60，

　O．40，〔｝．20 の 4 っ を想定 し、それぞれ の 確串 に

近 い 金額 を初期提示 額 と した 。 また 、 家賃モ デル で は想定

す る A マ ン シ ョ ン の 家賃・住宅規模 を
一

っ に した （表 6）。
b｝支払手段

　支払手 段 と して 、第 1回 目の 税 金 モ デル で は 、単 に 「税

金」と して支払 期間を定めて い なか っ た 。 支払 手段 に 対す
る抵抗回答 が見 られ た こ とに 加え、回収率 が家賃モ デ ル

と比 ぺ て 低か っ た。そ の た め、： の 事業だ けに使わ れ る地

区限定的な 「特別税 j だ とい うこ と を強鯛するこ とと し

た。また、課税期聞 に っ い ては 10年間に限定 した 。

　家賃モ デル で は、上 述 の とお り一つ の 家賃 ・住宅 規模に

限定 した が、家賃 とい う形態なの で 、 支払期間につ い て は

第 1回 目の ア ン ケー
ト同様に設 定 しなか っ た。

c ｝シナ リオ

　提示 し た シ ナ リオ で 示 した 箏業 効果が分 か らない とい

う回答が 多か っ た。そ の た め、事業内容 が明確に 回答者 へ

伝 わ る よ うに 、 事業 の メニ ュ
ーを 3つ 、事業 実施 の 効果 を

5項目、および弊害を i項 目ほ ど明記する こ と と した。弊

害につ い て 記戯 した の は、防災 ま ちづ くり事業を実施 の

プ ラス 面、マ イナ ス 面 を十分 に考慮 して 回答 して もらう

ため で ある （図 6，図 7）。

　また 、 東京都中野区内は火災危険度が高い 地域と、 高く

はな い 地 域 が 混在 して い る。火 災危険度が 高い 地域で 災

害が 発生す る と大 き な火 災被害が 出 る と予想 され るが、
この よ うな地域で も事業が 実施されれば火災危険度は低

くな り、結果的 に 災害時の 彼害は軽減 され る とい う こ と

が伝わるシ ナ リオ股 定 とする こ とに した 。

家賃 モデル

衷 6 第 2回目ア ン ケート時の 提示額
税金モデル
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図 6 提示 した シナ リオ （第 2 回 目．家 賃 モ デル ）

　 　 最御鳳 右の 34 一
ジ鬢よ《驍んで鹽以下o殿 　二お聾え　　、。

鬨弓 お セ 臨◎ 健蟹rWELNe ど脚 賃脚 剛賜轟」絢る霧1銘剛闘瓢購 鰍

　 身龍  い．纈 肋 ン 睡 L驪 1嘲 口■n ■「嘲昭 駄 一 謝 で」
　 68 珈 魯rm 憾．t国 o．齢鳳 ●寄 脚 聖 ■餬 駅 貿■恩  

SL熔霾翼… UEtS にa一 鼬口渥巴違 ●駲 畸■鯛■量 8龍劇隅

る旦一 一 Pt

鰤 、 蝕 じ二毋●合．麌矚9伽 隠 mo 翼 一 艮齢 分1  ことセ

跡 噛 、

　 ■ゆ   髄 量 寓 脳 象醐   5倒 驅臨 噌 脚 」十 〇ath曙 廬 凵鵠 噌

　 　 一 lb 欄 」翻 騎  

　　　驫 、

一

煢 、
帽

翼願 隔4℃ 「1・盤」「一 　　　　　　　翼◎ NtTILL 鴨 購 3◆■tt ）Nel 零膣
　 きは 　 じ　　　　　　　　　　　　 　 s　 ち

鐶 朔コ 愨鑼 ⇒［コ
…』 1 ヤ

醜 …
　 　 　 囗竃 ■ A鳳 　　　　　　　口 悶 叺 属
　 　 　 一 い 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　亀

脚7ttLre ”．属 国 已lt ｛噛 ltjr
　 tt　 ．モリ　 thMdirt．　letiりl − te

灘谿 輪 ・羽
舞驪 讖鉾甑 　　　i

ii鰈 岬；；：1
辻簸 L−＿＿．＿．．L ＿！．i

鱒
゜

表 7　第 2 回目の ア ンケート回収数 と 有効回答数

回収 無効回答 抵抗回答 有効回答

（hso1 家賃モデ ル lo9　 　 　 畏3 6go
モ デ ル 102112071

Ca 盻 2 家賃モ デ ル 94 8 383
モ デ ル 74 9 21 鱈

表 8　WTP の 推計 結果

4べ胃ンの 閧 巳へお 嵩 み 丁 さい

　 　 　 　 　 　 　 　 　 −1 　
図 7　提示 した 般問 （第 2回目、家賃モ デル ）

（5｝第 2 回 目の CVM ア ン ケートか らの WTP の 推計

　第 1回目の ア ン ケ
ー

ト集計 と同様 に、矛盾回答および 抵

抗回答を 除外 した （表 7）。また、推定方法 も第 1回目と同

様 と し、家賃 モ デ ル お よび 税金 モ デル の Casel，2 それ ぞれ

にお け る WTP の 推計を行っ た （表 8、図 8）。
　家賃モ デ ル 、税金モ デル ともに全 ての ケース にお い て 、
中央値の 方が平 均値 よ り低額だ っ たた め 、中央値 を WTP

t2
　 a とbは効用差閲数4V 躍 ロ ＋ biln7 の 各係数
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の 推計結果 と した。その 結果 、家賃モ デル の C鵬 1は 23，709
円／月、Case2は 25，489 円／月、税金モ デル の Case　1は

11，336円／年、Case2は 詈4，277円／月 となっ た。家賃モ デ

ル の WTP を年額 に換算す る と 、 それ ぞれ284
，
472 円／年、

305 ，868 円／年 となり、家賃モ デル と税金モ デル とで は

WTP が 20倍以上も異なる とい う結果 とな っ た 。

　対 象地区 の世 帯数 （約 2100世帯 ） を用 い 、10年 間 の 総

便益を算出する と、家賃モ デル の Case且は sets565 万 円、
Case2は 53億 8214万 円 、 税金 モ デル の Caselは 1億 9947
万 円、Case2 は2億 5122万 円と なっ た。

（6》属性別に みた WTP

　住宅 の 所有形態による WTP の 差異 bSあ る か を検討す る

た め 、 持 家層と借家層別ts）に集計を行っ た 。 また 、 ま ちづ

く り活 動 へ の参加 意欲別 に MP に違い が あるか を検討す

るた めに 、 まちづ く り活動 に対す る積極層と消極層別σ〕に

集計を行 っ た。
a 》持家層と借家履別 にみ た WTP
　Caselの 家賃モ デル にお け る持家層 と借家層 の WTP に

は 1万 円以 上 の 開きがある。税金モ デル では 、 持家層と借
家層の 間 にはほ とん ど差異が 見 られない （表 9， 図 9）。

　
一方 、 Case2 の 家賃モ デル における持家層 と借家屈の

WT ？で は 3，0S3円 の 開 きが あ る。税金モ デル で は、持家層

と借家層 との 間に は、1．3？4 円の 開きがある．
　した がっ て、全般的 な傾 向 と して 持家層の 方が 借家層

よ りも高い WTP を示すこ とが 分 か る．
　 しか しな が らこ れ は、持家層に 家賃とい う形態で 尋 ね

る とい う股定に無理があり、結果的にバ イ ア ス とな っ て

い る可能性があ る。逆に、持 家層 は 今後もこ の 地域 に 住み

続け る 層が 多 い で あろうこ とか ら、借家層よ り も高い

WTP を示 して い る とい う可能性もある。 ま た 、 現在自分

が住ん で い る住宅 の 大 きさや家賃 とは か け離れた 設 問で

は、持家層 と同様に借家層 に とっ て もシ ナ リオ に無理 が

あり、バ イ ア ス とな っ て い る可能性 がある 。

b｝まちづ くり活動へ の参加意欲別にみた WTP
　Caselの 家賃モ デル にお ける積極層 と消極層の WTP に

は 6，953円 の 開 きが あ る。税金モ デル で は、積極層 と消極

層との 間 には、ZS88円の 差が見られ る （表 10，図 10）。
　
一

方、Case2 の 家賃モ デ ル にお け る積極層 と消極層 の

WTP に は 7，406 円の 開きが ある。 税金 モ デル で は、積極層

と消極層 との 間 には、8，416 円 と倍近い 差が 見られ る。し

た が っ て 、全般的な傾向と して、ま ちづ く り活動へ の 参加

意欲が強い 方が、より商い WTT ，を示 すこ とが分か る。
　しか しなが ら、前述の ように、持家層の 方が借家層 よ り

高い WIP を示 す こ とな どか ら、単純 に積極層 と消極 層の

比較をす る こ とは難しい 可 能性が ある。

4．防災投資効果計測における CVM 適用の課題

（1｝シナ リオ提示 と支払手段選択の難 しさ

　CVM ア ン ケートの 第 1回 目 と第 2回目、ある い は第2回
目の Caselと Case2か ら推 定 した WTP か ら分 か る よ うに 、
シ ナリオ提示 に よっ て WTP の 値は 大 きく異 な る。また、家
賃 モ デル と税 金 モ デ ル の WTP は 10倍 以上 の 開 きが あ る こ

とか ら も分か る よ うに、支払手段に よ っ て も WTP が 大 き

く異 な る こ とも分か っ た 。

　これは、シ ナ リオ 提示 部 分 で 災 害の リス ク を十分適切

表 9 持家層と借家層別にみ た WTP の 推計値

C 日se1 Caso2
家賃 モ デ ル 税金モ デ ル 家賃モ デ ル 税金モ デ ル

持家層 借家層 持家層 借 家層 持 家屈 借 家肪 持家層 借家層

中央値 27．499円’月 17β35円們 27，499円庫 17β35円’年 27，632円們 24579円用 15．892円ノ年 14518円’年

（年額） 32銑988円’年 2  020円1年 329ρ88円’年 2帆 020円’年 33且584円’年 294ρ48円’年 151892円庫 14．5：8円’年
平均値

鴨 36，005円’月 3L162円1月 3転oo5円’年 31、162円’年 40569円現 33，519円用 26，705円’年 2  00酌年

対数尤度 一53．0197 石4．2575 ・53．0197 鬯54．2575 屯7．3547 一33936242 、4433 ・24．8997
サ ン プル 数 47 34 47 34 47 艶 25 16

係数 20．0503520 ．0503511332312 ．0334612 ．4443918 ．6768313 ．723269 ．772置
・2

口 ’値 5510 55且0 4．972 5．174 5，856 4．376 4．829 2．653
．0000噛 牌 ，0000申 魑 旧000綿 禦

ρ000鱒 歌 ．0000樽 噛 ，oooo 傘零 ゆ ．0000廓帥 ．OO8 零轄

係数 一1．9615見 卿■．96詈5萋 一L16 且04 一L28313 一1．21685 ．L84743 ↓ 41864 一1．01972
う
℃

’値 5．495 5495 4．898 5．175 5527 4．28虹 4．η 6 2．646
ρ〔〕oo牌 拿 ．0000緋 8 ．　 ρ000零 拿零

」〕000騨 ホ ．0000柳 零 ．00DOホ紳 ．0000帥 参 ．00818 綿

宰1 平 は　　　 示額で りし こ の値
＊2a とbは効用差関数 AV ＝a ＋b ＊ inT の 各係数
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表 10　ま ち づ く り活 動へ の 参加意欲別 に み た WTP の推計値

o 鯔 el Case2
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（b｝税金 モ デ ル

に伝 え られ て い な い こ とに起 因 する と 考え られ る。現 時

点では地震等の 発生 を予知す る こ とは 出来 な く、ま た、マ

ク ロ な被害想定は されて い る もの の 、ミク ロ で 精緻な被

害想定を する こ とは 難 し い 。 その た めに ア ン ケー トの シ

ナ リオ で は漠然と地震が起 きた ら どの よ う被害が発生 す

る と し か提 示 して い な い か らで ある。また 、税 金 と家賃 と

いっ た よ うに 支払 手段 が 異 な る と、そ れ ぞれが 異なっ た

便益 を解価 して い る こ とも考 え られ る 。

（2）CVM で の 便益計測 対象地 区

　プ レサーベ イ に よっ て得 られ た 対 象 地域 の 10年分の 便

益は 、概ね税金 モ デル で 2 〜S億円、家賃モ デル で 50億円

と算出 された e
一方、コ ス トに っ い て は 別途検討 して い る

が   、数十億 円程 度 と見込 ま れ る。こ れ らの 結果が 過小

評価ある い は過大評価に な っ て い な い とすれ ば 、 BtCCII）Dl
1．0 を下 回 る こ とも十分に あ りえ る．そ の 場 合、寧 業採 否
の 検肘 と しては却下 され る こ とにな る。
　 しか し なが ら現 在の とこ ろ 、 こ の プ レ サーベ イ結果 が

どこ まで 十分 に防災投資効 果 を計 測 出 来 て い る の かが 不

明で ある 。 こ れ は、上述 の ように シ ナ リオ提示 や 支払 手 段

等 の ア ン ケート設 計が難 しく、必 ず し も想 定 し た事業効

果が十分に評価されて い ない 可能性が高い た めで ある。
　また、今回は特定地区 の 防災性向上効果の 計 測 に、対象

地域 の 居住者 だけ の WTP を 用い て 総便 益 を算 出 して い る

が、この 場合、便益 を過 小評価 して い る 可 能性が あ る。あ

る 地 区の 防 災性能が 向上 し て 道路閉 塞等が 起 き ない とす

れ ば、そ の 地 区 を通 っ て避難す る他地区の 住民に とっ て

も箏 業効果 が あ る とも考え られ る。し た が っ て、防 災 ま ち

づ く りに お け る、地 区内、地区外、広 城、それ ぞれ の 便益

項 目を再検討 し、CVM の 方法論 と便益計 測 の 考 え方 を再

整理する必要が ある。

｛3｝CVM に よる便益 の 器瀾範囲

CVM を用 い る と理 論 上は全 て の 便益を評価す る こ とが

出来 る。 しか しな が ら、シ ナ リオ を適切 に示 す こ とが 出来
な ければ、全て の 便 益 を計測す る こ とほ出来な い

。 特 に 、

防 災 ま ち づ く り事業 と い っ た住 民 に と っ て 比 較的身近 な

地 域を対 象 とする ならば、よりリア リテ ィが あ り、網羅的
に 状況 を説明 した シ ナ リオ作 りを しなけれ ばな らない

。

　しか しながらこ の よ うなシ ナ リオ作 りは非 常 に 困難な

作業に なる こ とが 考えられ、場合 に よ っ て は シ ナ リオ の

内容 を 限定 した もの に す るこ とも考 え られ る。こ の 場合、
CVM を用 い て防災 投 資の どの 部分 の 便益を計 測 して い る

か とい うこ とを明確 にす る必 要が ある。さらにB’C を求 め

るに 当 た っ て は、CVM で 計測 した範囲に 対応 した コ ス ト

を箝定 しな けれ ば ならない。

（4〕防災ま ちづ くりにお ける費用 便益分析の 利用

　現 実 の 防 災ま ちづ く り を考えた 場合、住民や行政が複

数 の 計 画案 を作成 し、そ れ を 評価する こ とも多 々 あ る。
CVM に よ っ て全て の防災投資効果を計測 してい な い と し

て も、どの 部分の 効 果 を計 測 して い る か と い うこ と が 分

か るな らば、事前 に 作成 された各計画 案の B’C を求 め、そ

の 結果を 相対的に 評価す る こ とに よっ て 各計画 案 を経済

的に評価す る こ とは可 能で ある と考 え られ る。た だ し、そ
の 場合に は前述の とお り、 CVM で 防災投資効果を針測 し
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た 場合に対応 した コ ス トの 概念を 整理 す る必要が あ る。
　また、計画案が 作成される前 の 段階で は、どの よ うな防

災 性能 を どれだけ向上させる べ きか とい うこ とを判断す

るた め の 指標 が 求め られ る。した が っ て、事業項 目、計画

事業量 に 対 応 して便 益 が計測 で きる 手 法が 求 め られ る．
これ は 同 時 に 、 住民の 合意形成や 防災意識の高 揚にっ な

が っ て い く こ とに もな る 。

　そ の ため に は、各事業項目の 水準を意志決定す るため

の 計測手 法 と して コ ン ジ ョ イ ン ト分析 ‘12）が有効で ある と

考え られ る。しか しながらコ ン ジ ョ イ ン ト分析を利用す

る場合で も、 CVM と同様なシ ナ リオ提 示 等が必 要 となる

た め 、 現時点 の 防災投資効果計測にお け るCVM の 課題を

整理 して 、その 対応を検討する必要がある 。

5．おわりに

　防災投資効果計測におけ るCVM 適 用 上 の 踝 題 等 が明 ら

かに な っ た 。 今後 、 得 られた踝題 の 再検肘や 、 そ の対応方

策を検討 して 行 くこ とが必要 で あ る。そ の ため には、シナ

リオ、支払 い 手段、提示 金額等 に不 具 合が 無い か 、再度検

討 して い く必 要が ある。加えて、代替法 等 、 他の 便益計測

手 法と比 較検討する こ とに よ り．多角的 に便 益 を検討す

る こ とが 可 能に なる と考 え られる。

　こ れ らの 検討結果 を踏まえ た 後、計画案の 各項 目の 水

準を検討す る際の 手 法として、コ ン ジ ョ イン ト分析の 適

用を積極的に検尉す る必要 が あ る。

　
一方 で 、費用便益分折の 対 を なす コ ス トの 算定につ い

て も、簡便で 理 綸的に間違い の 無 い 趾測手法を検討す る

必要 もある。

謝辞

　本研 究を 進め る に あた り、東 京 都 立 大 学の 中林
一

樹 先

生、北海道大学の 加賀屋誠一先生 、東京 工 業大学 の上 田孝

行先生か ら多くの ご示唆 を頂 き ま した 。 こ こ に記 して 感

謝 の 意 を裘 し ます。

補注

（藍｝参考文献 1）で は代替怯、消費 者余 剰 計測法、ヘ ドニ ッ ク法、
　 CVM 、トラベ ル ・コ ス ト法を想定 して い る。
（2）参考文献 4）の 図 2・4を も とに、著 者が 加 筆 ・修正 したもの で

　 ある。
（3｝効用 曲線とは、例 えば世の 中に第一財 と第二財の 2つ の財し

　 か 存在 し ない 場合 に、ある入が 同 じ効用 を得 るた めの 第
一財

　 と第二 財 の 消費量の 組み 合わ せ を図 中に 示 した曲線 で あ り、
　無差別 曲鯨 とも呼ばれ る。 参考文献 ？）に よ ると、効用闘線は

　 交わ らない 、右 上方に ある効用 曲線ほ ど効用 が大 きい 、とい っ

　 た性質 を持つ 。．
｛4）参考 文献 6）で は、東京都内の 各町 丁 目ご とに火 災危険度 を 5

　段 階で判 定 してお り、最も危険性 が高い の が ラン ク 5で あ る．
｛5）集言十に際 して は LJMDEP 　version7 ．0 を用 い た。
（6）参考文 献 4）の BOX4 −2 に よる と、T 円 の 提示 額を示 した時に

　回 答者 が ンes 〔支払 う） と答える磯率は Prob【），es］＝ 1・G（D で示

　す こ とが 出 来る。ただ し、G は分 布 関数 で ある。こ の とき、分

　布関數 σ が ロ ジス ティ ッ ク分布に 従 うと仮定す るとロ ジ ッ ト

　 モ デル とな O 、Probb嬲 Hl ＋ e
’4

う
’1
で 示 すこ とが できる。た

　だ し、4V は 効用関数の 差である。本稿で は この dV に対数線

　形関数モ デル （AV ＝a ＋b＊tnの を用い て お り、パ ラ メ ータの

　 a およびb を最尤法に よ り求 めて い る 。
（7）割引率 とは将来の 価値 を現在の 価値 に換算する た め に用 い る

　 もの で あ り、参考文飲 且｝で は4％ を股 定 してい る。また、初年

　度の便益 をB とし、割引率を r とす る と、割引後の 次の 年 の 便

　益は Bノ（1＋ r｝、さらに次の 年の便益は 81Cl＋ r｝
！
となる。同擦 に

　駻価対 象期間 まで の 各年の 便益を総計 した もの が総 便益 とな

　 る。

18）持家層 は、一
戸建て持 ち家、または、分蹟マ ン シ m ン に 現在

　居住 して い る者 とした。また、借家層は、一戸建て 借家、また

　 は、賃貸ア パ ート・
マ ン シ a ンに現在居住 してい る者 とした。

（9）ア ン ケートで は．「あなたの 地元 で 、 ある いは その 他 の 地城で、
　まちづ く りに 関す る協躔会や研究会 な どに 参加 した こ とが あ

　 りますか 。J とい う形で ま ちづ くりに 対す る意欲 を 尋 ね て お

　 り、積極層は 、 参加 した こ とがある、または、参加 した こ とは

　ない が今後参加 したい と答 えた 場合と した。また、消極層 は、
　参加 した こ と もなく、今後 も参加 しない と答えた場 合とした。
（IO）本稿の 目的は便 益 計測時 の CVM の 問題点 ・課題等を明 らか

　にす るもの で あ り、コ ス トにつ い て 直接検附 してい ない 。本 稿

　で 示 した コ ス トは、過去 の 事業例か ら判断 した 極め て大 まか

　な 見込 み に過 ぎない ために具体的な数 値 は 紀 載 して い ない
。

　そのた め、費用便益分析その もの は行っ て い ない 。また、CVM
　で コ ス トを算 定す るこ と は 出来ない 。
（11）費用便益 分析 にお い ては、費用を C（Cost｝、便益 を BCBenefit）
　 と衷記 し、費用 と便益の 関係 徴 用の 割 に効果があるの か 無い

　の か ）を判断するため に、BIC、　B・C な どとい っ た 形 で 計算す

　る。 なお 、 BIC　〉　1．0、あるい は B −C ＞ 0で あれ ば、便益 の 方

　が費用を上回 る こ ととな る。

｛12｝コ ン ジ ョ イ ン ト分析 を用い る と、あ る 事業の 伺 々 の 施策 （例

　えば 、 公 園の 壁儷量、道路 の斃傭母、建物の 耐震性等）に っ い

　て価値付けをす る こ とが 出来るた め、目標 とする整備水準を

　検附する隙の 指標とな り得る。
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